














































Ｘ「いや、近所にあると困ります」 。評者「なぜですか」 。Ｘ「基地周辺は、事故や犯罪が多いらしいじゃないですか。いざ戦争に ったら、真っ先に狙われますしね。




































































は、資源を浪費し、軍拡競争を促進し、核兵器 先制使用をちらつかせ 残虐行為に手を染め、朝鮮半島・インドシナ・イラク・アフガニスタンで破壊と苦痛をもたらした。日本は属国とし の地位にあることで、米国
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デザインされたが、これは二〇一五年までの米軍基地閉鎖とセット 構想であった。日本政府にとって、沖縄の「基地最優先」政策は妥協 きないものであり、大田知事は九八年の知事選挙で、政府の違法な組織的妨害によって落選し 。
九七年の名護市の住民投票以来、政府は沖縄の民主的運動を分裂させるなどして、基地建設に同意させよ






















る。自衛隊配備計画、教科書選択、尖閣諸島、北朝鮮の脅威である。小泉首相時代の地方分権、規制緩和は与那国のような小さな島に深刻な影響を与え、地方交付金が削減された。与那国島は、開かれた国境の形で、台湾と協力して経済を活性化する計画をたてたが（ 「与那国・自立へのビジョン」 ） 、政府の支持は得られなかった。その結果、与那国では軍事の最前線を引き受けようという動き（自衛隊誘致）が活発化している。
二〇一一年、与那国島選挙民の四六％にあたる五五六人が、自衛隊誘致をキャンセルして「ビジョン」の精
神に帰ろうという「与那国改革会議」の要望書に署名した。自衛隊誘致の署名は五一四名だったので 島をほぼ二分している。八月 沖縄タイムスの調査では、与那国の自衛隊配備に反対する人は、八重山諸島全体で五六・五％。九月の琉球新報の調査では、与那国島での誘致反対は七三・三％、石垣島では五九・四％が反対、竹富島では六一・五％が反対であった。しかし 同年末、与那国島と防衛省の共同説明会では、二〇一五年の配備を念頭に、自衛隊を配備する候補地を考慮中であることが伝えられた。
二〇一一年八月、石垣市、竹富町 町からなる教科書用図書八重山採択地区会議は、育鵬社の歴史社

























日米両軍の宣伝の舞台となった。ミサイル騒動は北朝鮮への恐怖感と反感を煽り、米日韓一体の戦争大演習から目をそらす効果があった 南西諸島の自衛隊配備にも追い風となったにいがいない 柳澤元官房副長官は、ＭＤシステム配備は軍事的には意味はないが、恐怖と不安感を生み出すこ で離島の住民が駐留軍になれる効果があると述べた（二〇三～二〇七頁）（
7）　「辺境」は「中心」へ
二度と「本土の捨て石」になることなく沖縄が生き残るためには、米国の戦略におけるアジアの「要石」と
しての役割から、日本と隣接諸国と 「架け橋」 る道を見出さなければならない。 「パックス・アジア」構想は、沖縄を「周縁」から「中心」 押し出す。
領有権問題の向かう先は、周囲の国家と住民の利益になるような平和と協力体制づくり一環として解決 み
るか、国家間の反目が募り 対立 軍事化がさらに高まるかのどちらかである。




懇談会」などのメンバーであり、改憲と基地再編の推進者であり、 「愛国心、郷土愛というものを尊重し」 「日本の伝統文化に誇りを持てる教科書づくりのために」検定基準を見直す安倍首相。安倍内閣の支持率が七〇％を記録し、沖縄県民の圧倒的反対の声にもかかわらず、辺野古移設 進める首相の態度を、国民 半数以上が積極的に評価すると答えている。
二〇一三年、日本政府は国境の島々の「防衛」に焦点を置くと発表した。島民は、本土攻撃を引き延ばすた





















すか？」 、 「どうして米兵 犯罪をおかしても罰せられ いの すか？」 、 「米軍が希望すれ 日本全国どこでも基地にできるというのは 当ですか？」 、 「日米地位協定が ぜ、原発事故や再稼働問題、検察の調書ねつ造問題と関係があるのですか？」といったＱ＆Ａ方式で、地位協定 内容を分かりやすくかつ詳細に説明している。全体として、 「日本は独立 た主権国家なのか」 、 「まだアメリカ 占領下にあるんじゃないか」と う問いかけになっている。日本がアメリカ 属国になったことで、最も大きな被害を被 ているの 沖縄県であると評者は考えるが、潜在的には、日本全土が「沖縄化 可能性を秘めていることがわかる（本土の沖縄化及び沖縄海兵隊が「抑止力」 もなっていな ことは、屋良朝博『誤解だらけの沖縄・米軍基地』 、二〇一二年、旬報社参照） 。
また、チャルマーズ・ジョンソンは『アメリカ帝国への報復』 （集英社 二〇〇〇年）以降、ブローバック




巨額化する軍事費による財政圧迫であったりする。属国日本も無縁ではなく、 「リマの日本大使館人質事件」等の「報復」を受けている。集団的自衛権をなし崩しに容認し、今以上に米国の戦争に加担するようになると、日本へ もエスカレートするの はないだろうか。
本書でダワー、マコーマックが強調するのは、サンフランシスコ体制に組み込まれたことで、日本はアメリ
カの無法な戦争の数々に加担するしか選択肢がなくなっていることである。日本が主権 家としての性格を喪失していることや「報復」を受けることは、あ 意味自業自得といえるが、朝鮮半島、ベトナム、イラク、アフガニスタン等での戦争を無批判に追従したことは（湾岸戦争では一三〇億ドルを拠出） 、世界の平和秩序を乱す行為に加担しているといえる。前述したチャルマーズ・ジョンソン『アメリカ帝国への報復』には「沖縄―アジア最後の植民地」という章があるが、その中で大田昌秀元沖縄県知事の以下の言葉を引用している。すなわち、 「現実には安保につ てもほとんど国民的議論もないまま、次々と仮想敵国 つくりだされ、声高に言いたてられるしまつです。そ あげく、みずからの生活領域に、軍事基地 置こうとしないのにもかかわらず、軍の駐留の必要性を説いたり、有事立法の議論ばかり先走りしてい す」 （ 『アメリカ帝国への報復』 、八七頁） 。こ 発言は、 「日本人」が米軍基地のリスクを沖縄に押し付けつているあ さまへの批判も含まれているが、アメリカのいうがまま 軍事力強化を図る日本政府への懸念が表明されても 。
沖縄県民の多くは、単に米軍基地の被害を問題にしているのではなく、沖縄の基地からベトナムやイラクや
アフガニスタンへ派兵されていく状況に胸を痛めてきた。ベトナムでは 沖縄 悪魔の島と呼ばれた。今後、米軍への協力を強化していくと、日本全体が世界から、 「悪魔 列島」とみなされるだろう。





湾、嘉手納、読谷等） 、北部の一部（名護の一部、大宜見と国頭の東半分）が中心であり、那覇以南の南部や本部半島、宮古、石垣、西表など沖縄島以外の島々にはほとんど存在しない。騒音や米兵の犯罪や米軍機事故のリスクには地域差があるため 関心度も一様ではない ただし、９
11同時多発テロの際には、本土からの修
学旅行が激減したことでわか ように、軍事基地は戦争のみならずテロの標的に なることを本土の人間も認識している。そのような事態 なれば 基地 ない 域も無傷で いられないだろう（米兵犯罪、米軍機事故等の被害については、ガバン・マコーマック、乗松聡子『沖縄 怒―日米への抵抗』 、法律文化社、二〇一三年参照） 。
次に、選挙の争点として米軍基地を容認するか否かは確かに重要であるが、これを表面化させない場合があ






の過半数が安保同盟を支持し、しかも沖縄への負担を容認している現状では、直ちに基地がなくなることはないであろう。いくら反対しても結果は変わらない であるから、協力して経済的な利益を得たほうが得であると考える者がいても無理はない（積極的 このような考え方を肯定するつもりはないが） 。沖縄の民意について、沖縄へ 基地の固定化を望む「日本人」の責任は無視できない要因であ 。
さらに、基地を容認するといっても、 アメリカの言いなりになるというわけではなく様々な対応の








立した人たちが、わざわざ過疎地帯に集団で引越しする？ふーむ、某国人永住者は過疎の町でも生計をたてていける特技を持っているのでしょうか。高齢者福祉の専門家たちが移住するとか……。えっ、某国政府が年間三〇〇万円出して某国人永住者の生活を裏で支える？でも、一五〇人が引っ越したとして年間四億五〇〇〇万円かかります。それでようやく、四年に一回 選挙 ったひとり議員を当選させられるわけです。一八億円で町 議員一人ですか。公共事業に湯水のように金を使ってきた我が 政府ならともかく、某国政府はもっと有効なお金の使い道を考えるのでは。普通に考えれば、某国人 した結果と て起こるのは、内政干渉ではなく過疎化 緩和です（ 『日本型排外主義』 三～四頁） 。これは、与那国町議会の外国人参政権反対決議を念頭 書かれているが、これを草の根排外主義の一つとし




議」は、二〇一〇年に外国人参政権反対キャンペーンを展開し、地方議員に対して参政権反対決議をするよう依頼していた。与那国の自民党町議もそれに従っただけのことだが ひとたび決議されると『国境地帯が危機感を持っている』証左として利用されていく」と指摘している（ 『日本型排外主義』 、二〇七～二〇八頁） 。『日本型排外主義』は、 「在特会」等排外主義者による「在日特権デマ」やヘイトスピーチの背景を追及しているが、注目されるのは、 「日本は、冷戦構造のもとで米国の傘下に入ることにより、戦争責任や植民地清算を曖昧なまま処理することが許容されてきた」 、 「対外的に謝罪 た直後に国内向けの妄言が飛び出る『国辱者』の学習能力の欠如が、近隣諸国との関係をこじらせ、その延長に日本型排外主義がある」 （ 『日本型排外主義』二一〇頁）と指摘してい ことである。ダワー、マコーマックにおいても「神道政治連盟国会議員懇談会」といった極右団体と政治との関係が述





どの言説を妥当とみるかを個々人が選択すればい という話になるが、現状は全体主義化の様相 呈している。本書も、高江集落のヘリパッド工事強行に反対する住民へのスラップ訴訟を「ファシズムを思い起こせる」（一四七頁）ものとして取り上げているが、スラップ訴訟は震災がれき受け入れ反対や反原発運動に対しても行われており、しかもマスメディアは積極的に取り上げようとしない（ 「止めようＳＬＡＰＰ裁判」等のウェブサイトを丹念に検索するしかない） 。なお、オスプレイ配備に反対する住民達への違法な手段を用いて 弾圧については、宮城康博・屋良朝博『普天間を封鎖した四日間』 （高文研、二〇一二年） 詳しい。
二〇一三年に秘密保護法が強行採決され、ますます報道が画一化され、全体主義的傾向が強まりかねない状
況にある。全体主義化は国家権力のみならず、在日朝鮮人、沖縄、アイヌ、生活保護受給 ヘイトスピーチ、バッシング等、社会の側に 広がりつつある。戦前、戦時中の全体主義国家がいかに悲惨な言論弾圧を行なったか（特高警察、思想検事） 。その結果、情報が画一化し、事情を知らない多数の国民がいかに戦争 熱狂的に協力していったか。この点を確認し世に問うていくことも、歴史研究者の重要な役割であろう。
本稿を執筆していて、次のような会話が浮かんできた。
Ｘ「確かに、ダワーやマコーマックの文章に 教えられることが多かったですが 側 問題点に無関心過
ぎるように思いました」 。









です。 『インドをイギリスが取ったのではなく、私たちがインドを与えたのです』 、 『インドを支配するのに剣は役に立ちません。私たちこそがイギリス人たちを（インドに）引き留めている です』 （Ｃ・ダグラス・ラミス『ガンジーの危険な平和憲法案』 、集英社新書 二〇〇九年） 」 。
